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〔論 文〕 
業績評価システムの設計と事業部間での知識移転 
福 田 淳 児 
1 . 研究の目的 





下, MCS と略す) の設計およびその利用の方法
が及ぼす影響を, 質問票調査の結果に基づいて
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事業部からの知識の獲得の頻度との間に存在す
る関係についての仮説を設定しよう｡ 第 3 節で
は, 本研究の研究方法ならびにサンプルの収集
手続きについて紹介する｡ 第 4 節では, 第 2 節
で設定した仮説の検証ならびに結果の分析を行
う｡ 最後に, 第 5 節では, 本研究のまとめと限
界を指摘した後に, 今後の研究課題を提示す
る｡ 






える (Merchant, 1998)｡ MCS の設計またその利
用の方法によっては, しばしば, ｢会計システ
ムが, 本来目指していた組織目的とは相反する 
(部下の) 防御的な行動を促進する｣ (Hopwood, 
1972, p.174, ただしカッコ内は筆者) 可能性が
存在するのである｡ 
Hopwood (1972), および Hopwood の研究結果
を異なるコンテクストのもとで再現しようと試
みた Otley (1978) の研究では, 上司が部下の業
績を測定・評価する局面での ｢予算に付与され
















見している｡ また, Hopwood は, 職務上の緊張
やこれらの会計数値の操作が, 部門の長期的な
業績に悪影響を及ぼすことを示唆している｡ 



















Hopwood の研究と, Otley の研究では, 部下の
職務上の緊張, 予算関連的な緊張および対人関
係や業績に及ぼす影響について, 矛盾した結果















とが  ｢作業目標の達成が報酬をもたらす｣ 




































































































の程度が高い (低い) 状況では, 予算を強調し
た (しない) 業績評価スタイルを採用している
















































は, 次に示すとおりである｡ サンプルは, 東京
証券取引所に上場している企業のうち, 電気機
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れた事業部の回答は, 今回の分析からは除外さ
れた｡ 結果的には, 約33社, 83の事業部より得
られた回答が今回の分析の対象となっている3)｡ 
4 . 分析と議論 
4 . 1 仮説 1 の検証 
福田 (2010) でも述べたように, 本研究にお
いて調査の対象としている組織単位は事業部で









Porter (1985, pp.36-53) によって提唱された価
値連鎖の概念を利用した｡ 本研究では, Porter
の提示した価値活動について, これまでに行わ







の頻度については, 事業部長に, 過去 3 年間5)を
対象として, どの程度頻繁に, 同一企業の他の
事業部から当該知識の獲得を行ったかを以下に
示す 7 点リッカートスケールに基づいて尋ねた｡  
1 はそれぞれの知識については, 当該事業部に
よる他の事業部からの知識の獲得が ｢全くな




とって獲得の対象とならないケースでは, N / A
を選択してもらっている｡ なお, 以下の分析に






ために, 本研究では, Otley (1978) に従って, 質
問票の回答者に, トップ・マネジメントが彼ら
の業績を測定・評価する際に, ｢(a) 職務に注い
でいる努力｣, ｢(b) 生み出した利益｣, ｢(c) 品質
への関心｣, ｢(d) 予算をどの程度達成したか｣, 
｢(e) 私のスタッフや部下と構築した関係｣, ｢(f) 
仕事をどの程度効率的に遂行したか｣, ｢(g) 仕
事に対する私の態度｣ および ｢(h) より上位の
レベルのスタッフとどの程度うまくやっている
か｣ といった 8 項目がどの程度重要であると知
覚しているのかを,  5 点リッカートスケールを
利用して, 尋ねている｡  1 は ｢全く重要でな
い｣ を,  2 は ｢あまり重要でない｣ を,  3 は ｢い
くらか重要である｣ を,  4 は ｢かなり重要であ
る｣ を, そして 5 は ｢非常に重要である｣ を示し
ている｡ これに加えて, 本質問票では, Hopwood 
(1972) や Otley (1978) らの研究と同様に, 回答
者である事業部長に, 上記の 8 つの項目につい
て, 上司が彼らの業績を評価する際に, 最も重
要であると考える 3 つの項目について, 重要性
が高いと知覚している順番に順位づけを行うよ
うに求めている｡ 
















れ, 次に ｢(d) 予算をどの程度達成したか｣ が
重要性が高いと事業部長によって知覚されてい
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た｡ この結果は, プロフィット・センターの管
理者を対象とした Otley (1978) の研究結果とも
異なるものであった6)｡ Otley の研究では, ｢仕
事をどの程度効率的に遂行したか｣ と ｢予算を
どの程度達成したか｣ が最も重要性が高いと知
覚された 2 つの項目であった｡ これは, 彼の研
究と今回の研究において調査の対象とされたサ
ンプルの特性の違いに依存していると考えられ
る｡ 今回の研究のサンプルは, 事業部長である｡ 











表 1 トップ・マネジメントによる業績評価の重要性に関する記述統計量 
 平均値 標準偏差 
(a) 職務に注いでいる努力 3.578 0.912 
(b) 生み出した利益 4.675 0.543 
(c) 品質への関心 3.940 0.902 
(d) 予算の達成 4.506 0.705 
(e) スタッフや部下との関係 3.217 0.976 
(f) 仕事の効率的な遂行 3.590 0.898 
(g) 仕事に対する態度 3.651 0.847 
(h) 上位のスタッフとの関係 3.301 0.997 
(n = 83) 
 
ここでは, まず, Hopwood (1972) およびOtley 







(A) 最も重要な 3 つの項目の中に項目 (d) ｢予
算をどの程度達成したか｣ は入っている
が, 項目 (b) ｢生み出した利益｣ は入って
いない｡ 
(B) 両方の項目が最も重要な 3 つの項目の中
に入っている｡ ただし, 項目 (d) が項目 
(b) よりも上位である｡ 
(C) 両方の項目が最も重要な 3 つの項目の中
に入っている｡ ただし, 項目 (b) が項目 
(d) よりも上位である｡ 
(D) 最も重要な 3 つの項目の中に項目 (b) は
入っているが, 項目 (d) は入っていない｡ 
(E) いずれの項目も最も重要な 3 つの項目に
入っていない｡ 
 
(A) から (E) の各カテゴリーにおける回答数, 
および各カテゴリー内での項目 (b) および (d) の重
要性の程度は, 以下の表 2 に示すとおりである｡ 
 
表 2 トップ・マネジメントによる業績の測定・評価スタイル間の比較 
評価スタイル A B C D E 
回答数 4 29 34 9 1 
(b) 生み出した利益 3.75 4.66 4.82 4.67 5.00 
(d) 予算の達成 4.50 4.86 4.47 3.56 4.00 
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カテゴリー (E), すなわち ｢いずれの項目も
最も重要な 3 つの項目に入っていない｣ に属す
るサンプルは, 一つのみであるので, この後の
分析からはこのカテゴリーを除外し, (A) から 
(D) までの 4 つの知覚された評価スタイルのカ
テゴリー間において, 事業部長による他の事業
部からの知識の獲得の頻度の間に差異があるか




そこで, 次に, Otley and Fakiolas (2000) に基
づいて, 既述の 8 つの質問項目について因子分
析 (バリマックス回転を伴う重み付けのない最
小二乗法) を行った｡ 因子分析の結果は, 表 3 
に示すとおりである｡ 因子分析の結果,  2 つの
因子が抽出された｡ なお, 因子 1 の固有値は
3.336であり, 因子 2 の固有値は1.900である｡ 
 
表 3 因子分析の結果 
 因子 1  因子 2  
スタッフや部下との関係 0.827 0.210 
仕事の効率的な遂行 0.800 -0.095 
仕事に対する態度 0.785 -0.027 
上位のスタッフとの関係 0.731 -0.010 
職務に注いでいる努力 0.625 0.221 
予算の達成 -0.041 0.700 
生み出した利益 0.024 0.647 
品質への関心 0.137 0.633 
% of variance 36.712 % 16.995 % 
 
ここで, 因子 1 に寄与している項目を眺める
と ｢私のスタッフや部下と構築した関係｣, ｢仕
事をどの程度効率的に遂行したか｣ , および 
｢仕事に対する私の態度｣ などがある｡ これに
対して, 因子 2 に寄与している項目を眺めると 
｢予算をどの程度達成したか｣ また ｢生み出し









性を考慮に入れることで, 因子 1 を ｢ソフトな




なお, ｢ソフトな業績評価｣ の平均値は3.51 (標
準偏差は0.749) であり, ｢ハードな業績評価｣ 
の平均値は4.37 (標準偏差は0.569) であった｡ ま
た, それぞれの因子の信頼性の統計量 (Cronbach
のアルファ) は, 因子 1 が0.866であり, 因子 2 







ここでは, ｢ソフトな業績評価｣ と ｢ハード
な業績評価｣ について, それぞれの平均値でサ




評価｣ グループとした｡ さらに, ｢ハードな業
績評価｣ についても同様に, 平均値の4.37以上
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と ｢ハードな業績評価｣ を独立変数, 事業部に
よる他の事業部からの知識の獲得の頻度を従属
変数とした分散分析を実施した｡ この分析の結
果は, 表 4 に示すとおりであった｡ 
 
表 4 知識の獲得の頻度を従属変数とした分散分析の結果 
 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
修正モデル 14.602 3 4.867 3.132 0.030 
切片 1073.894 1 1073.894 690.954 0.000 
ソフトな業績評価 9.346 1 9.346 6.014 0.016 
ハードな業績評価 0.908 1 0.908 0.584 0.447 
ソフト＊ハード 0.794 1 0.794 0.511 0.477 
誤差 122.783 79 1.554   
総和 1407.784 83    
修正総和 137.385 82    
 
分析の結果から明らかなように, ｢ソフトな
































これに対して, ｢ハードな業績評価｣ が, 事
業部による他の事業部からの知識の獲得の頻度
になんら影響を及ぼしていない理由の一つとし
て考えられるのは, Otley (1978) も指摘してい
るように, 予算志向的な業績評価スタイルのも
とでは, 予算目標自体が低く設定される可能性










がみられるかを検証した｡ 結果は次の表 5 に示
すとおりである｡ 
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表 5 ハードな業績評価の高低が事前の予算達成可能性の知覚に及ぼす影響 





















4 . 2 仮説 2 の検証 




への参加については, 福田 (2010) でも明らか








結果は次の表 6 に示すとおりである｡ 
 
表 6 予算編成プロセスへの参加とハードな業績評価との関係 
予算編成プロセスへの参加 
ハードな業績評価 
平均値の差 t 値 有意確率 
(両側) 高い 低い 
事業部長の参加 6.109 (n = 43) 5.267 (n = 40) 0.8419 3.227 0.002 
















4 . 3 仮説 3 の検証 
仮説 3 を検証する目的で, サンプルを ｢事業
部長の予算編成への参加の程度｣ ならびに ｢予
算編成への上司の介入の程度｣ の高低によって, 
それぞれ 2 つのグループに分類した｡ さらに, 
サンプルをトップ・マネジメントが事業部長を
評価する際に ｢ハードは業績評価｣ をどの程度
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 1) この点について, 例えば, Hopwood (1972) を参
照｡ この論点は, 伝統的に, 部分最適化の問題と
して管理会計論の領域で議論されてきた｡ 
 2) Hopwood (1972) と同様のコンテクスト, すなわ
ちコスト・センターを対象として, 上司の業績の
測定・評価方法が部下の行動に及ぼす影響を検討
した研究として, たとえば, Brownell (1982) があ
る｡ 
 3) 東京証券取引所に上場している 4 つの業種に属
する55社の企業のトップ・マネジメントに, 本研
究への参加のお願いした｡ 
 4) 具体的な知識の内容としては, 在庫管理に関す
るノウハウ, 製造能力, 配送ノウハウ, 製品のマ
ーケティング・ノウハウ, 顧客サービスに関する
ノウハウ, 事業部のマネジメント・システムおよ
び実務, 人材開発に関わるノウハウ, 製品設計, 
生産工程の設計, 原材料・部品の購入ノウハウで
ある｡ 







した｡ この点について詳しくは福田 (2010) を参
照｡ 
 6) なお, Hopwood (1972) の研究はコスト・センタ
ー長を対象としたものであり, 当然のことではあ
るが, 質問項目に ｢生み出した利益｣ という項目
は含まれていない｡ 
 7) 本研究における予算参加に関する質問項目の
Milani (1975) の質問項目との差異, また因子分析
の結果, およびその解釈については, 福田 (2010) 
を参照｡ 
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